
奈良県では、2050 年のカーボンニュートラル実現を目指し、県内在住者及び県内事
業者を対象に、再生可能エネルギーの利用やエネルギーの効率的利用を促進すること
を目的として、省エネルギー設備等の導入に必要な経費の一部に対して補助する「ス
マートハウス普及促進事業補助金事業」及び「事業所エネルギー効率的利用推進事業
補助金事業」を実施します。

申請受付期間

問い合わせ先

1

省エネ設備等導入補助金申請受付・審査等事務局

申請の手引き

省エネ設備等導入補助金申請受付・審査等事務局

住  所：〒630-8115 奈良県奈良市大宮町５-３-14 不動ビル403
電  話：0742-30-1530
F A X：0742-30-1532
E-Mail：narashoene@bsec.jp

受付時間：平日 月曜日～金曜日(土・日・祝は除く)
09:00～17:00

事業所エネルギー効率的利用推進事業補助金事業
令和６年６月１７日（月）～令和６年１２月１３日（金）



事業概要

2

事業所エネルギー効率的利用推進事業補助金事業

事
業
目
的

県内のエネルギー効率的利用の推進、及び緊急時のエネルギー対策を支援するため、県
内事業者等に対し、効果的な省エネルギー設備の導入、太陽熱利用設備の導入及びコー
ジェネレーションシステムの導入等に要する経費を補助します。

補
助
対
象
者

県内事業者等

補
助
対
象

①高効率エネルギー設備
②太陽熱利用システム
③コージェネレーションシステム
④定置用蓄電池
⑤V2H
⑥太陽光発電設備

申
請
方
法

書面(郵送に限る)
電子申請システム

申
請
受
付
期
間

令和6年6月17日から令和6年12月13日まで

補
助
金
額

３ページ 参照
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②事業所エネルギー効率的利用推進事業補助金事業について

補助対象事業 補助対象事業者 要件 補助対象経費 補助金の額

1 .高効率エネ

ルギー設備導

入事業

次の各号に掲げる要件を全て満たす者とす

る。

(1)次の① ～ ⑦に掲げる要件のうち、いず

れか一つに該当する者であって、知事が適

当と認める者。

①中小企業等経営強化法(平成11年法律第1

8号) 第2条第1項に規定する中小企業者。

②医療法(昭和23年法律第205号)第39条に

規定する医療法人。

③社会福祉法(昭和26年法律第45号)第22条

に規定する社会福祉法人。

④特定非営利活動促進法(平成10年法律第7

号) 第2条第2項に規定する特定非営利活動

法人。

⑤私立学校法(昭和24年法律第270号)第3条

に規定する学校法人。

⑥一般社団法人または一般財団法人。

⑦公益社団法人または公益財団法人。

(2)奈良県内に事業所を有すること。

(3)交付申請日までに、一般財団法人省エネ

ルギーセンターによる省エネルギー診断(以

下「省エネ診断」という。)その他知事がこ

れに相当するものと認める省エネ診断を受

けていること。

(4)県税を滞納していない者であること。

※補助対象事業2.3.4.5.6については、上記

の③以外を全て満たす者とする。

省エネ診断にお

いて一定割合以

上の省エネ効果

があると認めら

れた設備改修等

であって、事業

所全体で5 %以上

または100GJ 以

上の使用エネル

ギ ー量の削減が

見込める事業と

する。

設備費及び工事

費(消費税及び

地方消費税の額

を除く。)

補助対象経費に3分の2を乗じて得た

額(当該算出した額が4,000千円を超

える場合は、4,000千円) 以内の額

( 1,000円未満の端数が生じた場合は、

当該端数を切り捨てた額)

2.太陽熱利用

システム導入

事

集熱器総面積1 0

㎡以上であるこ

と。

補助対象経費に3分の2を乗じて得た

額(当該算出した額が1,000千円を超

える場合は，1,000千円) 以内の額(

1,000円未満の端数が生じた場合は、

当該端数を切り捨てた額)

3 .コージェネ

レーションシ

ステム導入事

業

停電時自立運転

機能付きである

こと。

補助対象経費に3分の2を乗じて得た

額(当該算出した額が2,000千円を超

える場合は、2,000千円) 以内の額(

1,000円未満の端数が生じた場合は、

当該端数を切り捨てた額)

4.定置用蓄電

池導入事業

太陽光発電設備
が併設されてい
ること。
その他の要件は

公募要領で定め

る。

補助対経費に3分の2を乗じて得た額

(当該算出した額が1,600千円を超え

る場合は、1,600千円 ) 以内の額 (

1,000円未満の端数が生じた場合は、

当該端数を切り捨てた額)

5 .V2H※

(ヴィークル・

トウ・ホーム)

導入事業

太陽光発電設備
が併設されてい
ること。
その他の要件は

公募要領で定め

る。

補助対象経費に3分の2を乗じて得た

額(当該算出した額が300千円を超え

る場合は、300千円)以内の額( 1,000

円未満の端数が生じた場合は、当該

端数を切り捨てた額)

6 .太陽光発電
設備導入事業 補助対象事業4ま

たは5と同時に導

入する場合に限

る。

設置する太陽光発電設備の出力1 kW

につき5万円 (当該算出した経費が

600千円を超える場合は600千円)以

内の額( 1,000円未満の端数が生じた

場合は、当該端数を切り捨てた額)

応募対象事業 応募資格 給付金額

※V2Hとは、気自動車・プラグインハイブリッド自動車への充電、並びに当該自動車から施設への放電ができる装置
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申 込 受 付 期 間
令和6年6月17日(月)から令和6年12月13日(金)まで
＊先着順につき、予算額に達し次第、受付を終了します。

必 要 書 類 5ページ 参照

提 出 方 法
電子申請（やむを得ない場合に限り郵送）
＊郵送の場合は、簡易書留など記録が残る方法で送付してください。
＊持ち込みでの受付はいたしません。

応 募 方 法
（ 提 出 先 ）

電子申請：https://www.pref.nara.jp/33062.htm
郵送：奈良県省エネ設備等導入補助金申請受付・審査等事務局

〒630-8115 奈良県奈良市大宮町5-3-14 不動ビル403
TEL:0742-30-1530

応募書類（書式）
ホームページからダウンロードしてください。
https://www.pref.nara.jp/33062.htm

応募手続

事業計画の変更

事業所エネルギー効率的利用推進事業補助金の変更承認申請書（第7号様式）を提出し、承
認を受けなければなりません。
①補助対象経費の額の変更（20％以内の場合は不要）
②改修する設備の種類等の変更が生じず、補助目的達成に資すると認められる場合
計画の細部の変更で、補助事業目的に影響を及ぼさないと認められる場合
事業を中止する場合

補助対象経費が増減した場合の交付決定額の変更については、減額のみとして増額変更は行
われません。

申請の取り下げ

補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、交付の決定の通知を受けた日から30日
以内にその旨を記載した書面を提出しなければなりません。
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必要書類 備考

1
第1号様式：事業所エネルギー効率的利用推進

  事業補助金交付申請書

2

第2号様式：事業計画書
・導入設備の設置予定箇所がわかる位置図
および写真

・既設設備の設置個所がわかる位置図及び写真
・既設設備の写真

高効率エネルギー設備導入事業
のみ

3

第3号様式：事業所全体のエネルギー使用量及
  び削減量見込み

・エネルギー使用量がわかる書類の写し
・エネルギー削減量の算定について説明する資料
・既設及び導入予定機器の仕様書等

高効率エネルギー設備導入事業
のみ

4
第4号様式：収支予算書
・見積書の写し

5 第5号様式：施設使用者の設置承諾書
設備設置者と施設使用者が異な
る場合

6 第6号様式：リース料金計算表 リースによる設備設置する場合

7 省エネ診断機関等が発行する省エネルギー診断報告書
高効率エネルギー設備導入事業
のみ

8 導入する設備のパンフレットやカタログ等
製品名、消費電力量等の設備の
能力が明記されているもの

9 応募者の概要がわかるもの 会社案内、パンフレット等

10
商業登記簿謄本、または、個人事業の開廃業等届出書の
控えの写し

11
過去１年分の貸借対照表および損益計算書(または収支計
算書)

12 県税すべてに滞納がないことを証する納税証明書の写し 直近6か月以内のもの

13 消費税に滞納がないことを証する納税証明書の写し 直近6か月以内のもの

応募必要書類（交付申請時）
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必要書類

1 補助事業の実施状況を示す写真

2 設備等の納入が確認できる書類（保証書、納品書等）

3 契約関係を示す書類（契約書、発注書等）

4 経費の支払を確認することができる書類（請求書、領収書等）

5

リースによる設備導入の場合は以下の書類追加
・リース契約書
・リース物件の共同事業者への納入が確認できる書類（保証書、納品書、写真等）
・リース物件購入にかかる契約関係を示す書類（契約書、発注書等）
・リース物件購入経費の支払を確認することができる書類（請求書、領収書等）

応募必要書類（実績報告時）
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補助金交付申請から補助金交付までの流れ

補助金交付申請書

受付前審査

交付決定通知の送付

事業の開始(発注・契約)

事業の完了(支払完了)

補助金実績報告

実績報告書の審査

補助金額の確定

支払請求書の送付

補助金の支払い

令和6年6月17日(月)から令和6年12月13日(金)まで

①必要書類がすべてそろっているか
②３ページの要件を満たしているか

令和7年2月17日(月)までに補助金対象設備を取得
し、支払いを完了することが必要です。
＊補助対象事業（支払い含む）が令和7年2月17
日（月）までに完了しない場合は、その事実が明ら
かになった時点で速やかに事務局へ相談し、その
判断に従ってください。

補助金の確定通知受領後、令和7年3月7日(月)まで
に、奈良県環境森林部脱炭素・水素社会推進課あ
てに提出
奈良県環境森林部脱炭素・水素社会推進課
〒630-8501 奈良市登大路町30番地
TEL:0742-27-8016 FAX:0742-27-5280

(現場検査)

申請書の審査

受付日の確定

請求書が提出された後、確認を行い、約2週間後
に補助金を交付

奈良県

申請者
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電子申請の手順

①手引きに最後まで目を通してから申請を始めてください。

②先に必要書類をお手元にご準備ください。
    すべての添付書類は電子ファイル（写真₍注意₎、PDF等）でご準備ください。

※注意

iPhoneで撮影した画像（HEIC/HEIF形式）は添付できません。

お手数ですがその他の形式（JPG等）で撮影のうえ添付いただきますようお願いいたします。

●iPhoneを使用してJPGで撮影する方法

【撮影前に】

ホーム画面「設定」→「カメラ」→「フォーマット」→「互換性優先」→ 撮影

申請フォームには本手引き ページの

からお入りいただけます。申請はこちらから

※現在、システム構築中です。
あくまでもイメージ画面となりますので、
ご了承くださいませ。
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WEB申請の手順

申請者の氏名、アドレスをご入
力ください。

入力し内容確認後、送信ボタ
ンを押下し、メールボックス
に入り、メール内のURLから申
請をお願いします。
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交付申請

右上のボタンを押下してください。

主たる申請者の項目には本社の代表者情報をご記入
ください。

郵便番号を入れると市町村まで自動的入力されます。
市町村以降のご住所もお忘れずにご記入ください。
電話番号の入力はハイフンなしです。

必要事項の入力をお願いいたします。
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申請責任者の項目には、設備を導入
する会社の責任者の情報をご記入く
ださい。

申請担当者の項目には、申請をする
方の情報をご記入ください。
（代理の方であれば代理人の情報を
ご記入下さい）

主たる事業者にかかるものは、補助
金額をご記入ください。先に以降の
計算表を埋めていただき算出した補
助金額をご記入ください。

ご希望の事業をご選択ください。
複数申請は可能ですが、1事業者1申
請までですので、複数申請される場
合は、1回の申請の中で複数ご選択
ください。

事業担当者の項目は、設備を導入す
る会社の担当者の情報をご記入くだ
さい。
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事業に要する費用は総事業費（税
込）金額をご記入ください。

選択した事業に対する項目しか表示
されないようになっています。

選択した各事業の必須項目について
分かる範囲でご入力ください。複数
店舗ある場合はその旨もご記入くだ
さい。

該当項目に数字をご記入ください。
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該当項目に数字をご記入ください。

サンプルの添付資料を参考にしな
がら添付をお願い致します。
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送信ボタン押下後、自動
配信メールが届きます。
また、このメールとは別
に事務局側で審査終了後、
メールを送信します。
2つ目のメール内のURLを
クリックし次の実績報告
へ進んでください。
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実績報告

1回目の申込申請時に入力した情報は
既に自動反映されています。

右上のボタンを押下してください。

既に入力した内容で変更点があれば
事務局へご連絡ください。
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該当項目を入力してください。
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実績報告終了後、自動配信メール
が届きます。事務局・奈良県にて
審査し、審査完了後別途メールに
てご請求書に関するご案内をさせ
て頂きます。
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